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「フランスにおける代表的労働組合概念の研究」概要書 
 
小 山 敬 晴 
 
Ⅰ 研究の主題 
 
本稿の主題は、フランスにおける代表的労働組合概念の生成・展開・変容の過程の考察
を通じて、国が労働組合をいかなる労働者代表として政策的に位置づけるのかという集団
的労使関係法政策のフランス的特質を明らかにすることである。 
本稿が主題とするフランスにおける「代表的労働組合（syndicat représentatif des 
salariés）」概念とは、組合員のみならず労働者全体の利益代表として、法律が認める特別
な権限を行使する権能（aptitude）たる代表性(représentativité)を有する労働組合のこ
とを指す。フランスでは、団体交渉、労働協約（convention collective）または集団協定
（accord collectif）の署名、従業員代表選挙における候補者名簿の提出、企業内組合支
部の創設など、重要な労働組合活動の権限が、1つまたは複数の代表的労働組合に排他的に
認められてきた。近年、非代表的労働組合にもこれらのうち一部の権限が認められる法改
正があったが、それでもなお代表的労働組合に与えられているフランス労働法上の特権は
非常に大きく、代表的労働組合概念はフランスの集団的労働関係法の中核をなしている。
そして、代表的労働組合の権限のなかでも、国の審議会、労働裁判所の運営、社会保障機
関の運営に代表的労働組合が労働者代表として参加する権限、また当該産業の全労働者に
適用される、拡張適用の対象となる労働協約を締結することができる権限は、代表的労働
組合が労働者全体の代表であることをもっとも特徴的に示している。 
 このような特徴を有しているフランスの代表的労働組合概念に着目し、労働組合と労働
者代表との関係を研究することにいかなる理論的意義があるのかを次に示すこととする。 
 
 Ⅱ 研究の理論的意義 
 
 フランスにおける労働組合の根拠規定は職業組合（syndicat professionnel）を定義す
る労働法典Ｌ2131-1 条であるが、そこでは、職業組合は「その規約において規定されてい
る者の、集団的および個別的な、権利および物質的精神的利益を研究し擁護することをも
っぱらの目的とする」と定められている。したがってフランスでは、労働組合はすべて、
代表的労働組合概念に依拠せずとも、その組織対象の労働者全体の利益代表なのである。
また、労働組合の結成・加入の自由から労働組合間の平等が要請され、その意味では、代
表的労働組合にのみ特別な権限を法が付与することは、その平等を著しく損なうことにな
る。しかし、これら 2 つの事柄を前提としても、団結権承認の意義が労働者の権利および
利益を保障するところにあることに鑑みれば、その目的を実現するに相応しい実力を備え
た労働組合を法的に優遇する政策をとることも可能であり、フランスでは代表的労働組合
概念を通じた法政策が選択されているのである。このように、私的任意団体たる労働組合
を国がどのように政策的に位置づけるかは、その国の労働法制の性質を決定付ける重要な
要素である。そしてその対応は各国でまったく異なるが、その理由は、その法政策がその
国における労働組合運動の史的展開と密接に関連しているからである。したがって労働組
合に対する各国の法政策の位相を明らかにすることは労働法学における一般的課題である
といえ、その一類型としてフランスにおける労働組合に関する法政策の特質を明らかにす
るという本稿の理論的意義がここに存する。 
フランスとの対比を明確にする意味で、日本における労働組合の政策的位置づけに関す
る議論をここで確認しておく。まず不当労働行為制度の目的をめぐる見解の対立がある。
不当労働行為制度を団体交渉秩序形成のための制度として把握し、労組法の目的も団体交
渉を中心とする労使関係を形成することとして捉える見解と、憲法 28条から基本的人権と
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しての団結権の保障をその目的と捉える見解とが対立している。 
つぎに、労働組合の結成・加入の自由から要請される複数組合主義が政策的に制約され
うるかについて、とくに排他的交渉代表制との関係で議論がある。複数組合主義を憲法 28
条の要請であると解し、排他的交渉代表制は違憲になるとする見解と、その選択は立法政
策に委ねられるとする見解がある。団結力の向上という観点から、ユニオンショップ協定
の有効性については判例・学説ともにこれを承認するのが通説である。しかしながら、複
数組合が併存する場合の使用者の中立保持義務に関しては、最高裁は、企業別労働組合と
いう組織形態を前提として、「労組法のもとにおいて、同一企業内に複数の労働組合が併存
する場合には、各組合は、その組織人員の多少にかかわらず、それぞれ全く独自に使用者
との間に労働条件等について団体交渉を行い、その自由な意思決定に基づき労働協約を締
結し、あるいはその締結を拒否する権利を有する」として、団結権平等論と呼ばれる法理
を確立している。団結権平等論に対する批判として、憲法 28条を人権的に解釈することに
よって、団結権平等論が、独自に組合を結成・運営する権利を強調して組合併存状態を創
出、促進し、自己決定を重視する一方で、職場における労働者総体としての交渉力の低下
をもたらし、団結権の人権的把握は、労使関係の実態にあった政策形成の側面においては、
論議のタブー化を生じさせる効果があったことを指摘する。組織力が継続的に低下してい
る労働組合の現状に鑑みて、自生的な労使関係の発展を期待するだけでは不十分であり、
政策的観点から、労使関係への立法の関与の必要性が議論されてきているのである。 
 近年では、とりわけ非正規雇用者を初めとする未組織労働者の問題との関連で、労働組
合は、組合員の代表なのか、労働者一般の利益を代表する存在なのか、という労働組合の
代表性の問題や、団体交渉関係の範囲が問われてきている。労働組合法（以下、「労組法」
とする）6 条および 16 条の規定から、労働組合とは組合員の代表であり、未組織労働者に
集団的労働条件規制を及ぼすことが困難であり、また団体交渉義務の射程に関しては、「団
体交渉関係は（組合員の）労働契約を基盤として成立関係である」と述べられることがあ
り、この定式から非組合員をめぐる問題が原則として団体交渉の射程外であるとする議論
が広く展開されていることが指摘されている。しかし近年では、労組法 6 条、16 条の規定
を前提としても、従業員全体にかかわる一般的事項については義務的団交事項となりうる
ものであり、積極的に団交事項を広く解釈していく方向性での議論が展開されてきている。
労働契約関係を基盤として団交関係は成立するという定式が学説においても判例において
も支配的であるとはいえ、労働組合が組合員のみを代表するという発想から、より視野を
広げた集団的労働関係法制を構想していくという考え方が有力に主張されつつあるといえ
る。 
このように日本は、フランスと異なり、労働組合に対する国の政策的関与には抑制的で
ありながら、労働組合とはいかなる意味で労働者の代表たりうるのかという論点が現在改
めて問われているといってよい。そうだとすれば、労働組合の労働者代表としての在り方
が日本とまったく異なっているフランスの集団的労働関係法制の研究を日本において紹介
することにも、一定の理論的意義があると考えられる。両国におけるこのような考え方の
差が具体的に表れる例証としては、組合組織率と協約適用率との関係をあげられる。組合
組織率が長期間低下してきている日本（17.5％）よりも、フランスの組織率ははるかに低
水準でありながら（8.0％）、協約適用率を比較すると、日本は 16.9％であるのに対して、
フランスは 98.5％である1。フランスにおけるこの組織率と協約適用率のかい離については、
国による労使関係への政策的関与と、それを受容する社会的コンセンサスなしにはあり得
ず、フランス法の興味深い特色の一つであるといえる。 
 
                            
1 OECDによる 2014年統計。組合組織率、協約約適用率いずれも
https://stats.oecd.org/Index.aspx?DataSetCode=CBC参照（2019年 1月 25日最終アクセ
ス）。 
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Ⅲ 先行研究と本研究の位置づけ 
 
 フランスの集団的労働関係法制に関して、すでに日本において数多くの優れた研究成果
が蓄積されているが、ここでは、そのなかで代表的労働組合概念の分析がどのように行わ
れてきたかについて確認し、先行研究との関係で本稿による研究を位置づける。 
先に例示した、フランスにおいて組織率と協約適用率のかい離に関して、労働協約の拡
張適用制度が高水準の協約適用率の実現を可能としていることは日本でもすでによく知ら
れている。労働協約法の生成については外尾健一「フランス初期労働協約法理の形成過程
（一）（二）（三・完）」社会科学研究 8 巻 1 号（1956 年）、同巻 2 号、3・4 号（1957 年）、
拡張適用制度については同「フランスにおける労働協約の一般的拘束力（一）（二）（三・
完）」法学 21 巻 2 号（1957 年）、同巻 4 号、22 巻 1 号（1958 年）において極めて詳細な研
究がなされている。しかし、そこでは労働協約制度の基盤として、フランス流の労働組合
の労働者代表としての在り方がいかに形成され、またそれが社会でどうして受容されてい
るかという観点からの検討はなされておらず、むしろ代表的労働組合概念は所与のものと
して捉えられている。 
フランス労働法の誕生から現代的展開まで、通史的に、かつ法的側面のみならず、社会
実態、経済理論、哲学などの観点から分析がなされた水町勇一郎『労働社会の変容と再生 
フランス労働法制の歴史と理論』（有斐閣、2001 年）では、「人類がどのような社会状況の
なかでどのような理由から「労働法」という一つの「制度」を築き上げてきたのか」とい
う関心に基づく分析がなされている。その意味では、労働組合を労働者全体の代表として
把握するフランスの集団的労働関係法制の成り立ちもその分析範囲に含まれうるが、同書
は「より巨視的で深遠な観点から」考察するという分析視角をとり、広範かつ学際的にフ
ランス労働法の全体像の生成と変容、そして再生への視角を提示するものであるため、本
稿の主題についての分析は行われていない。 
 フランスの集団的労働関係法制の現代的展開に関連しては、桑村裕美子『労働者保護法
の基礎と構造』（有斐閣、2016年）において、国家法規制と労使自主規範との相克に関する
日独仏の比較研究が行われている。1980 年代以降、フランスでは労働協約によって労働法
規制を適用除外することのできる仕組みが発展してきているが、国家法を適用除外し、労
働協約が労働者に一部不利益をもたらしたことは、労働組合が労働者を正当に代表してい
るのかという問題を惹起したため、同書で扱われている法制度は、本稿における研究対象
と重なるところが多い。しかしながら同書は、国家的法規制を適用除外できる企業協定の
展開が、フランス労働法の労働者保護法としての役割にいかなる影響を与えたのかという、
労働法の規制手法の変化という観点からの考察がなされているのであって、やはり代表的
労働組合概念の展開に目を向ける本稿の問題関心とも、研究分析とも異なるものである。 
 大和田敢太『フランスにおける労働組合の代表権能の動揺と再生〔滋賀大学経済学部研
究叢書第 49 号〕』（滋賀大学経済学部、2015 年）は、日本において、「企業内労働組合と企
業内労使関係の実態に引きずられ、その枠内においてのみ労働組合の代表権能を認め、そ
れを前提とした労働者代表制度論が跋扈したことにより、様々な問題点や弊害が噴出して
いる」という問題意識から発して、「企業内労使関係を超えた労働組合の代表権能を正当に
評価する必要がある。企業横断的次元での「労働者を代表する者」（組合員の利益を超えた
労働組合の代表権能）としての労働組合の代表権能を承認する」という考え方の必要性を
説き、そのためには、「労働組合が労働者全体の一般利益を代表できるとすれば、労働組合
の代表権能の源泉は、組合組織率（組合員数）に求められるものではなく、労働者の中で
の支持の潜在力」、すなわち「選挙における投票に根拠をおく」べきであるとし、従業員代
表選挙における得票率を代表性取得の 1つの要件としたフランスの 2008年の法改革を分析
している(i-iii頁)。同書の「労働組合の代表権能の正統性自体を問おうとする立場」（iii
頁）は本稿の問題関心とも重なり、研究の素材も重なる部分があるため、本稿の分析との
差異を明らかにしておきたい。 
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まず同書は、著者によるこれまでの「フランスにおける団結権の現状と課題について調
査研究した論考をまとめたもの」であり、代表的労働組合概念の展開が通史的に検討する
ものではなく、またこの著作の中核となっている、団結権と人権としての結社の自由との
関連性の分析が、代表的労働組合概念の展開とどういう関係にあるのかは必ずしも明らか
でない。また、2008 年に行われた法改正の分析に関して同書は、労働組合が労働者全体の
代表者たるには、その代表性の根拠を、加入率などの量的基準でなく、選挙における投票、
すなわち民主的正統性におくべきであるという著者の価値判断を前提とした分析となって
いる。これに対して本稿は、フランスにおいて代表的労働組合概念が展開していく過程で、
労働組合の労働者代表性としての在り方に変化があったのか否かを考察するため、選挙に
おける投票の重視が労働組合の労働者代表性としての在り方にいかなる影響をもたらすの
かという観点から分析を行うという点で、分析視角のベクトルが同書とは正反対である。 
まとめると、これまでの日本におけるフランス労働法の研究において、組織対象とする
労働者の利益を擁護するという職業組合の定義や、産別協約の拡張適用制度などの影響に
よって、労働組合は職業の代表あるいは労働者全体の代表であるという考え方が成立して
いることについては所与のものとして捉えられがちであり、それ自体を分析した研究は存
在していないように思われる。これに対して本稿は、フランスで労働組合が法認された時
代から通史的に考察することによって、代表的労働組合概念が決して所与のものでなく、
歴代政権がそれぞれの時代に応じて決定した法政策の集積の上に成り立っていることを明
らかにするものであり、日本におけるこれまでのフランス労働法研究が提示しなかった新
たな知見をもたらすことができると思われる。 
代表的労働組合概念が成立する前提となる、職業組合の概念の生成過程、および団結承
認の法論理については、島田陽一「フランス団結権史に関する一考察―1884 年法・労働組
合承認立法の生成過程の分析―」早稲田大学大学院法研論集第 25号(1982年)、同「フラン
ス一八八四年法における労働組合承認の論理」季労 127 号(1983 年)において明らかにされ
ている。したがって本稿は、この労働組合承認の論理を起点とし、労働組合とは職業の利
益代表であるという概念から、どのように代表的労働組合概念が生成され、その後展開し
てゆくのかを考察する。 
フランスにおいて、代表的労働組合概念に関する重厚な研究の蓄積があることは言を俟
たない。しかしながら、団結が法認された段階で、職業の利益代表として職業組合が定義
されたフランスにおいて、労働者全体の代表としての労働組合の在り方はあまりにも自然
で、当然のものであるゆえ、労働組合が労働者全体の代表なのか、組合員の代表なのか、
というような相対的な視点から代表的労働組合概念の分析や再検討がなされることはなか
ったように思われる。本稿で検討する 2008年に行われた法改正についても、批判的見解は
あっても、それは制度的改善を目指す視点での批判であって、やはり労働者全体の代表と
しての労働組合の在り方それ自体に疑問を提示する性質のものではない。その意味で、労
働組合と労働者代表との関係という本稿の検討視角は、フランスにおける代表的労働組合
概念の研究においても採られていない独自性を有するものである。 
 
Ⅳ 論証の方法 
 
 代表的労働組合概念は、低水準の組織率でも、高水準の協約適用率を実現し、未組織労
働者への集団的労働条件規律を可能とする利点を有するものの、労働組合の組織力の程度
と、法が与える権限の大きさとの均衡を失しているため、そこには弊害も生じている。か
ような不均衡をも受容されるような労働組合の労働者代表としての在り方が、フランスに
おいてどのように成立し展開してきているのかを明らかにするため、まずは、代表的労働
組合概念を構築する国の政策的な必要性がいつの時代に、どのような背景の下で生じ、そ
れがどのような論拠によりその制度構築が正当化されたのかということである。政府の観
点からは、代表的労働組合概念を通じた労使関係政策を採用しなければならなかった事情
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を、そして労使当事者の観点からは、自生的な労使関係を展開することができず、労使当
事者としても国による同概念を通じた法政策を甘受しなければならなかった事情を明らか
にしながら、同概念がフランス労働法において果たしてきた意義を考察する。 
 これを考察するにあたって本稿は、フランスでは、国が政体の安定および経済政策の実
施という観点から、積極的に労働組合を政策的に位置づけて法的に把握しなければならな
い事情がありながら、労働組合には組織力の点でそれだけの実力がなく、また自生的な労
使関係も未成熟であったことから、国が代表的労働組合概念を通じて、労働組合を労働者
全体の代表として位置付けなければならなかったものと仮定する。フランスでは国による
法律を通じた労使関係への関与が非常に強いが、この仮定を前提として、国は代表的労働
組合概念を媒介として労使関係への関与を行っているという視点で考察を進めていく。政
体の安定のためというのは、具体的には、国の審議会や労働立法過程に代表的労働組合を
関与させて、国の政策に民主的正統性を付与することである。経済政策の実施というのは、
時代によりさまざまな目的がありうるが、産業の組織化、労働条件の統一、企業レベルで
の短時間労働協定締結促進をつうじた失業対策などを目的として、圧倒的多数の未組織労
働者を含む労働者全体を規律する集団的労働条件規範を、代表的労働組合に設定させるこ
とである2。したがって、本論では、国の政治的経済的政策の展開に伴って、代表的労働組
合概念が変容していく過程を叙述することとし、章立ては、国の政策の展開に相応する時
代区分に合わせて設定する。 
まず、代表的労働組合概念が生成された時期は、第一次世界大戦という国民総動員、労
使協調による産業の組織化を経験して、平時でも継続的に各産業における協調的労使関係
の構築とそれによる経済成長が召された時期である。法制度としては、代表的労働組合に
よる署名が必要とされた労働協約の拡張適用制度が導入された。代表的労働組合概念を通
じて、国が労働組合を労働者全体の代表として位置付け、国の制度に組み込んでいく過程
を明らかにする（第１章）。 
 第二次世界大戦後、特殊な政治的経済的事情の下で、代表的労働組合は、組織力の多寡
ではなく、政府の裁量によって決定され、労使関係法制としては、拡張適用制度のみなら
ず、すべての労働協約について、代表的労働組による署名が必要とされた。経済復興の時
代においては、統制経済の下、ドゴールの労働者階級の体制内化政策の中で労働組合の法
的地位が規定されるようになったため、このような政策と労使関係法との関連、およびそ
の政策に沿って構築されたこの時代の代表的労働組合概念を明らかにする（第２章）。 
 1980 年代から、グローバル経済の発展により、企業間競争が激しくなり、またフランス
も低成長時代に突入し、高い失業率に悩まされるようになると、生産性向上のために企業
レベルでの協調的労使関係の構築および企業レベルでの柔軟な労働条件設定を可能とする
法政策を実施する。この過程で、戦後形成された代表的労働組合概念に疑いが生じ、改革
の必要性が問われるようになるが、それに対してどのような法的対応がなされたかを明ら
かにする（第３章）。 
 2000年代に入り、世界規模での経済競争はさらに深化するが、2007年には、労働立法前
に、政府は全国レベルの代表的労使団体と協議しなければならないという手続きが法定さ
れ、2008 年には、代表的労働組合の民主的正統性を補強するために、労働組合の代表性に
関する法規定が改正された。2004 年の段階で、労働協約法が改正され、従業員代表選挙に
おける過半数の支持を得た代表的労働組合が関与することによって、労働協約の署名組合
に民主的正統性が付与されるという解決が図られた。それにもかかわらず、2007 年および
                            
2 国が恒常的に労使関係に関与しながら経済政策を実現するという視点は、大橋麻也「フラ
ンス公役務の経済活動上の展開」早稲田大学審査学位論文(博士)（2012年）118、119頁が
経済発展のフランス・モデルとして示した「経済計画によって方向づけられ、独占的公企
業を主体に生産・技術力向上を目指す国家＝産業複合体からなるキャッチアップ体制」と
いう知見から示唆をえた。 
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2008 年にこのような法改正が行われた背景には何があったのかを明らかにする。そして、
この法改正では、代表性はもはや国が承認せず、労働組合が自ら証明しなければならない
ものとされ、従業員代表選挙における一定の得票率が代表性の要件とされた。このような
代表性の法規定の変容は、フランスの伝統的な労働組合の労働者代表性としての在り方に
変化をもたらすものか否かを考察する（第４章）。 
 
  Ⅴ 総合的考察 
 
本稿では、フランスにおいて、国が代表的労働組合概念を通じて、労働組合を労働者全
体の代表として把握して集団的労働関係法制を構築してきたことを、団結法認の時代から
通史的に考察した。 
代表的労働組合概念は、労働組合が労働者全体の代表者であるという一定の社会的コン
センサスを前提としながら、国の経済的社会的政策を実現するための一つの手段として機
能してきたということができる。労働組合組織率の脆弱性、労使関係が敵対的であり自生
的労使関係が未発達であったという側面を代表的労働組合概念が補い、労働立法への民主
的正統性の付与や、労働者全体に集団的労働規制を及ぼすことを可能としたのである。 
代表的労働組合概念が成立したのは、第三共和制政体の安定（国の審議会への組合参加）、
および特に世界大戦を契機として産業の組織化という経済政策の実施（労働協約制度、労
働協約の拡張適用制度）のためであった。この時代の代表的労働組合概念は、革命的サン
ディカリスムの思想、組合構成員または労働者全体の同質性、高水準の組織力、1936 年の
マティニョン協定への CGT の署名に表される労働組合の社会的影響力など、労働組合が労
働者全体の代表であることを示す実態的な組織力や社会的コンセンサスに裏打ちされてい
た。 
戦後も、レジスタンス活動を通じて形成された労働組合の威信、社会保障機関の運営が
全国レベルで代表的な労使代表者により担われたこと、1968 年の五月革命の際にグルネル
協定へ署名して示した社会的影響力を示したことなど、労働組合は労働者全体の代表とし
ての役割を果たしてゆく。しかしながら、戦後の特殊な政治状況の下、組織力の多寡にか
かわらず、五大労組すべてに国が代表性を平等に認めて複数組合の併存を過度に尊重した
こと、および企業レベルでの労使関係構築のために代表性の推定制度を導入したこと、判
例でも代表性の評価において組合加入よりも選挙における得票率を重要な判断基準とした
ことによって、代表的労働組合概念が成立したときには存在していた、労働組合の労働者
全体の代表たる根拠が曖昧になっていった。このことは経済成長時代には顕在化しなかっ
たが、低成長時代に入り、団体交渉の分権化、譲歩的内容の企業協定の締結可能性が生じ
たこと、そして雇用形態の多様化、労働組合組織の官僚主義化などによる労働者階級の同
質性の喪失、深刻な組合離れ現象などが、労働組合が労働者全体の代表であるという社会
的コンセンサスの喪失に拍車をかけた。 
しかしながら、グローバル経済の深化、慢性的な失業率の問題に直面して、政府は、雇
用対策や、企業レベルでの柔軟な労働条件決定システムの構築という政策的観点から、労
働協約制度の根幹をなしている代表的労働組合概念を存続させなければならなかった。労
働組合組織率が低下し続けているため、団体交渉促進政策の実現に向けて、代表的労働組
合概念に依存する度合いは増しているとさえいえる。2004 年法の労働協約の効力要件への
過半数原則の導入、2007年法による労働立法過程における労使代表者協議手続きの法定化、
2008 年法による選挙における一定の得票率の代表性要件化などの法改正は、代表的労働組
合または労働協約署名組合に民主的正統性を補強して、代表的労働組合概念を基盤とする
集団的労働関係法制への労働者の信頼または理解を得ようとしたものであると評価するこ
とができる。 
2008 年法以降のフランス集団的労働関係法制において、代表的労働組合は、いかなる意
味で労働者代表たりうるものと位置づけられているだろうか。2008 年法改正により、組合
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員数、組合活動実績など、1950年法で定立された 5つの基準は必要条件として残されたが、
従業員代表選挙における得票率が決定的基準となった。したがって、代表的労働組合の労
働者代表としての正統性は、従業員代表選挙における労働者の支持に依拠する比重が非常
に大きくなったといえる。代表的労働組合法制度で批判が強かったのは、代表性の推定制
度であったため、企業レベルでの代表性推定制度のみ廃止して、五大労組への代表性承認
は維持するという解決、または推定制度を廃止せず、その性質を反証不可能なものから反
証可能なものへと修正するという解決もあり得た。しかし 2008年法は、代表性の推定制度
を廃止し、全国職際レベル、産業レベル、地域レベルなど、すべての組織レベルにおいて、
および代表的労働組合の行使するほとんどの権限の行使について、従業員代表選挙におけ
る一定の得票率を代表性の要件としたところに、2008 年法以降の代表的労働組合概念の特
徴がある。例えば企業レベルでの代表的労働組合と、全国職際レベルでの代表的労働組合
とでは果たすべき役割が異なるにもかかわらず、法が一律に労働者代表としての正統性を
従業員代表選挙に求めたことについては評価がわかれている。 
2008 年法によって、労働組合は代表性獲得のための、または労働協約締結のための一定
の得票を目指すために、労働者の意向を一定程度考慮しなければならなくなったことは肯
定的に評価されている。しかしながら、この制度においては、やはり組合員を増やすイン
センティブも、組合に加入するインセンティブも存在していない。代表的労働組合概念の
根源的問題は、労働組合が労働者全体の代表であるというコンセンサスを支える基盤が失
われているところに存するが、2008 年法改正は、この問題を治癒するものではない。その
反面、労働組合の組織力の脆弱性という現実に鑑みれば、代表的労働組合概念を通じた立
法による労使関係の設定が要請されざるをえず、かくしてフランスは深刻なディレンマに
陥っている。代表的労働組合概念を通じて、実際には組織力のない労働組合に強力な法的
権限を与えることで労使関係を構築し、発展させようとしてきたことの限界がここに表れ
ている。 
企業レベルの労使対話を促進したい政府は、この後の時代に、2008年法をベースとして、
代表的労働組合概念を媒介に、雇用流動化を可能とする企業協定のカテゴリーを拡大して
いった。しかしながら、代表的労働組合に実態として労働者代表としての基盤（労働者の
意見の集約能力、利害調整能力など）がないのであれば、企業協定の発展を重要視する政
府の立場からすれば、使用者の交渉相手としての労働者代表を代表的労働組合に限定する
必然性はまったくなく、企業協定の成立過程において、労働者の民主的正統性を確保する
ことに力点が移行するはずである。その表れとして、2017 年にフランスで実施された労働
法改革では、従業員代表選挙で過半数の支持を得ていない代表的労働組合が署名した企業
協定は、従業員の直接投票による承認を要するとする法改正や、代表的労働組合の委任に
よらない従業員代表による団体交渉方式の拡大がなされた。これらの法改正が代表的労働
組合概念にもたらす意義、このような交渉方式と団結権を保障する憲法規範との抵触関係
などは筆者の今後の検討課題となるが、本稿で示したとおり、代表的労働組合概念が法に
よってかろうじてその正統性を保ち得ているのだとすれば、このような法改正は今後も進
展していくことになり、労働組合はその存在意義を改めて問われることになるであろう。 
 
 
以上 
